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全体会第 1 部 

感染症法の運用について 

 

東京 HIV 訴訟弁護団事務局長 

鈴木 利廣 

 

1．エイズ予防法制定過程からの患者差別 

（1）産官学のゆ着による薬害エイズ隠ぺい工作の疑い 

   1983 年 6 月～84 年 3 月 「エイズの実態把握に関する研究班」（班長 安部英） 

（2）エイズ患者差別事件とエイズ予防法制定 

  1986 年 11 月 松本事件 

   1987 年 1 月 神戸事件 

        2 月 高知事件 

        3 月 エイズ予防法案閣議決定 

   1988 年 5 月 大阪事件 

       12 月 エイズ予防法制定 

＊参考人：衆院（血友病患者会 7 名）、参院（血友病患者会 3 名、弁護団1

名、日弁連 1 名）において反対発言 

＊血友病 HIV 患者を予防法管理外にした。 

 

2．薬害エイズ東京訴訟 

  1989 年 10 月 提訴 

   1995 年  3 月 結審 

   1996 年 3 月 和解成立、確認書締結 

＊被告の責任自覚・反省･謝罪、真相究明、再発防止、被害救済 

 

3．感染症法制定 

（1）制定過程 

   1998 年 3 月 11 日 内閣から法案上程（第 142 回通常国会） 

       4 月 21 日 参議院（国民福祉委員会）参考人質疑（全療協会長、薬害エイズ原告団・

弁護団が反対意見） 

       4 月 30 日 参議院にて一部修正のうえ可決（前文なし） 

       5 月 29 日 衆議院（厚生委員会）参考人質疑（日弁連、薬害エイズ原告団が反対意見） 

       6 月 19 日 国会閉会（継続審議） 

9 月 17 日 第 143 回臨時国会衆議院にて前文追加の修正案が可決 

       9 月 25 日 参議院にて修正案が可決成立（1999 年 4 月 1 日施行） 

（2）法案修正案（前文追加）のポイント 

  ① 感染症による人類への脅威 

  ② 過去の差別・偏見の教訓 

  ③ 患者の人権尊重、良質かつ適切な医療の提供 

  ④ 施策の抜本的見直しによる総合的施策の推進 
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4．感染症法制定後の主な感染症対策立法 

   2009 年 肝炎対策基本法 

   2012 年 新型インフルエンザ等特措法 

 

5．感染症対策のあるべき理念と実際の運用 

（1）理念 

  ・あるべき感染症政策は、感染者等への「人権保障」に基づく医療体制確立と偏見差別禁止、人

権侵害への救済措置。そのことが感染拡大防止にもつながる。 

＊肝炎対策基本法（2009 年制定）には基本理念として肝炎医療提供と「差別されないよう

に配慮」が明記。 

＊国連「ビジネスと人権に関する指導原則」（2011 年）は人権の「尊重・保護・実現」を

国の義務としている。 

＊患者の権利保障を医療制度の目的とする「医療基本法構想」（2021 年版）では疾病によ

る差別禁止、差別解消策の施策化を入れている。 

（2）実際の運用 

 ・感染症対策は感染症法前文を踏まえ、まずもって人権保障（治療体制づくりと偏見差別対策）

が重要と考えるが、感染症法等の運用では「過去の偏見･差別」を前提に「人権尊重」を明示す

るも、まん延の防止を優先しているのではないか。 

＊法は「人権への配慮」から「人権尊重」へ統一されるも、そこにとどまっている（「配

慮」「尊重」から「保障」へ）。 

＊ワクチン接種に関する自己決定権保障と非接種者への差別禁止。 

  ・新型インフルエンザ対策では 2010 年報告書及び 2012 年特措法附帯決議で「発生前の段階から

の体制強化」「平時から医療体制の整備を図る」ことが強調されているが、平時の対策は不実施。 

＊「不意の不幸な出来事が時として悪法をつくる」 

  ・現在もなお感染症患者等に対する偏見差別が続いており、人権教育も極めて不充分。偏見差別

がかえって感染症拡大を招くともされている。 

＊肝炎対策においても偏見差別解消のための施策は極めて不充分。 

  ・法制定以降、法改正が繰り返されるも、あるべき理念とその具体的施策は軽視されている。 

（3）まとめ 

  第 1 期：患者等管理（人権制限）こそがまん延防止対策と考えた時代（1897 年伝染病予防法か

ら感染症法制定まで） 

  第 2 期：患者等の人権への配慮･尊重しつつ、まん延防止を考えた時代（感染症法制定から今日？

まで） 

  第 3 期：患者等の人権保障（医療保障、偏見･差別防止）こそがあるべきまん延防止策として施

策を充実する時代へ 


